
令和２年度物品・役務等に係る契約適正化監視等委員会 

定例会議審議概要 

開催日及び場所 令和２年 10 月 23 日（金） 経済産業省別館２３８会議室 

出席委員 

（50 音順） 

大久保規子（大阪大学大学院法学研究科教授）、田路至弘（弁護

士）、野村豊弘（日本エネルギー法研究所理事長）、蓑輪靖博(福

岡大学法学部教授)、森嶌昭夫（名古屋大学名誉教授） 

開 催 趣 旨 環境省が発注する物品・役務等に係る契約について、契約方式

を含む契約過程や契約内容の透明性の確保、予算執行の効果的な

実施など環境省における公共調達の一層の適正化を図る観点か

ら、令和元年度に当省が締結した物品・役務等の契約の中から抽

出した事案の審議を行った。 

審 議 案 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総数１０件 

 

○競争入札方式（７件） 

① 平成 31 年度地域の再生可能エネルギー設備等導入における

事業性評価促進等委託業務 

② 令和元年度地球温暖化・資源循環対策等に資する調査委託費

（リサイクル産業実態調査及び結果検証等事業） 

③ 平成 31 年度化審法に基づく有害性評価等支援業務 

④ 平成 31 年度バリューチェーン排出量等の環境情報を活用し

た投資促進のための情報開示基盤整備委託業務 

⑤ 平成 31 年度低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）

等による家庭等の自発的対策推進事業（生活者・事業者・地

域社会の「三方良し」を実現する日本版ナッジモデルの構築）

委託業務 

⑥ 平成 31 年度パリ協定等に関する国際交渉支援等業務 

⑦ 平成 31 年度コベネフィット型環境対策技術等の国際展開に

係るインドネシアとの二国間協力事業 

 

○随意契約（１件） 

⑧ 令和元年度優良産廃処理業者の情報発信に関するシステム

改修業務 

 

○参加者確認公募方式（１件） 

⑨ 平成 31 年度二酸化炭素貯留適地調査事業委託業務（経済産

業省連携） 

 

○不落・不調随意契約（１件） 



⑩ 令和元年度地球温暖化対策の意識啓発のための展示ツール

管理等委託業務 

委員の意見等 別紙のとおり（抽出された個々の契約案件についての意見具申、

または勧告はなかった。） 

なお、応札者の傾向等を踏まえ、一者応札になった個別の要因を

分析し、それぞれの案件ごとに、契約前自己チェックプロセス等

を通じて発注方式や仕様の見直し等を行っていく必要があるこ

とや、業務の質を念頭に置きながら再委託の必要性等を検討する

必要がある旨のコメントがなされた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 （別紙） 

 

 

委員からの意見・質問、それらに対する回答等 

 

  

 

  

  

 

 

     抽出案件 

 

    ■意見・□質問 

 

回   答   等 

①平成31年度地域の再

生可能エネルギー設備

等導入における事業性

評価促進等委託業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②令和元年度地球温暖

化・資源循環対策等に

資する調査委託費（リ

サイクル産業実態調査

及び結果検証等事業） 

 

 

 

 

 

□マニュアルの改訂を毎

年度行っていることが

一者応札に繋がってい

るのではないか。 

 

□一部再委託がなされて

いる。契約書上は再委

託は原則禁止、書面に

よる許諾が必要とのこ

とであるが基準は設け

られているのか。 

 

□再生可能エネルギーの

種類毎に分割して発注

することにより競争性

が高まるのではない

か。 

 

□マニュアルの改訂から

審査委員会の開催まで

全て対応可能な業者は

いないのではないか。 

 

□予定価格と落札価格と

の乖離についてどのよ

うに考えているか。 

 

□低入札価格調査が経済

産業省によって実施さ

れているが、環境省で

は実施しなかったの

か、環境省に調査制度

は存在するのか。 

□マニュアル自体は毎年度公表しているの

で一者応札の理由としては考えておらず、

業務の専門性の高さに起因していると考

えている。 

 

□特に基準は設けていないが、申請に応じて

再委託の必要性等を勘案し判断している

ところ。 

 

 

 

 

□種類毎特有の項目については分割できる

ものの、共通項目について統一的な考え方

で業務を実施するため分割が困難である

と考えている。 

 

 

□再生可能エネルギーに係る事業における

問題を早期に解消するために行った措置

であったが無理もあったと反省している。 

 

 

□市場価格を参考にしながら予定価格を算

出、落札価格が大幅に乖離しているのは競

争原理によるものであると考えている。 

 

□環境省にも調査制度は存在するが、時間の

制約や効率的な実施の観点から経済産業

省に事務委任を行っており、調査の内容に

ついては逐一経産省からうかがっていた

ところである。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③平成31年度化審法に

基づく有害性評価等支

援業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④平成31年度バリュー

チェーン排出量等の環

境情報を活用した投資

促進のための情報開示

基盤整備委託業務 

 

 

 

 

 

□今回の低入札によって

コスト削減の観点から

工夫等は考えている

か。 

 

 

 

□予定価格の積算内訳を

みても落札価格が人件

費の努力だけでは追い

つかない金額である。

予定価格そのものに誤

りがあったのではない

か。 

 

□９９．９９％という高

落札率について、昨年

度以前も同様なのか。 

 

 

 

□次回から参加者確認公

募を実施するとのこと

であるが、今後対象物

質が増えていくことで

現行の受注者のみでは

対応出来なくなった場

合にどう対応していく

のか想定しているの

か。 

 

□この情報開示基盤は平

成２５年度から行われ

ているが、整備に相当

の期間を要するという

ことなのか。 

 

□平成３０年度は随意契

約、令和元年度は総合

評価と契約方法が異な

 

□同様の業務をすぐに行う予定はないが、今

回のように非常に効率的に業務を実施し

ている業者も存在することが判明したた

め、例えば参考見積を徴取する業者の選定

などについて他業務においても十分留意

していきたい。 

 

□専ら低い単価を採用されたことが低価格

に繋がったのではないかと考えている。こ

のような金額で応札が出来る業者を見込

めなかったことが乖離の原因であると考

えている。 

 

 

 

□一者応札が続いているため、同様であった

のではないかと考えている。対象物質は異

なるものの毎年度同様の評価を行ってお

り、ある程度の価格は予測されやすかった

のではないかと考えている。 

 

□本業務は現行の受注者でないと対応は難

しいのではないかと考えている。今後受注

者のみでの対応が難しいとなった場合に

は、再委託を認めるといった措置は考えら

れる。 

 

 

 

 

 

□平成２５年度から平成２７年度までは基

礎調査、平成２８年度以降はシステム作り

に着手、事業者の方段階的に利用いただき

ながら改修を実施、本年度ようやく完成に

近づいたところ。 

 

□平成２５年度以降における基礎調査、シス

テム作り、システム保守のノウハウが必要

不可欠として平成３０年度は随意契約を



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤平成31年度低炭素型

の行動変容を促す情報

発信（ナッジ）等によ

る家庭等の自発的対策

推進事業（生活者・事

業者・地域社会の「三

方良し」を実現する日

本版ナッジモデルの構

築）委託業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥平成31年度パリ協定

等に関する国際交渉支

援等業務 

 

 

 

 

 

 

っている理由は。 

 

 

■情報開示基盤の整備が

投資に繋がるか疑問。

また、投資の促進につ

いて環境行政としてど

う関わるべきなのかを

考えるべき。 

 

□平成２９年度から平成

３０年度にかけて契約

金額が増加している理

由は。 

 

□契約にあたっては外部

有識者による審査が行

われているということ

であるがどういった審

査か。 

 

□本業務は複数年を前提

としている業務である

ため、中間審査が行わ

れているということ

か。 

 

□元々再委託を前提とし

た事業なのか。 

 

 

 

□総合評価に移行しても

一者応札であったとの

ことだが、入札説明会

の方法については平成

３０年度から変更した

のか。 

 

□一者応札の理由として

専門性の高さが挙げら

行ったものの、透明性確保の観点から令和

元年度は総合評価を実施したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

□本システム利用の対象とする事業種、事業

者数が増加したことに伴うもの。 

 

 

 

□年度末に中間審査という形で、その年度の

実績、次年度の計画かつ係る費用について

審査を行っていただいているところ。 

 

 

 

□質問のとおり。単年度予算であるため、複

数年を前提とするものの、翌年度以降の契

約を約束するものではないため、外部有識

者に審査を行っていただいているもの。 

 

 

□本業務は共同実施事業である。公募により

事業実施者から外注も含めて提案を行わ

せ、外部有識者の審査を経て採択が行われ

ているもの。 

 

□特段変更は行っていない。 

 

 

 

 

 

 

□別途派遣された専門家については議題毎

の個別分野に係る専門性を求めており、受



 

 

 

 

 

 

 

 

⑦平成31年度コベネフ

ィット型環境対策技術

等の国際展開に係るイ

ンドネシアとの二国間

協力事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れているが、本業務に

おける専門的な部分に

関しては別途専門家が

派遣されており、受注

者以外でも本業務の受

注が可能だったのでは

ないか。 

 

□昨年度は二本の契約に

対して、本年度は契約

が一本となっている理

由は。 

 

□一者応札の改善策とし

て、他の事業者がなぜ

参加しなかったかの確

認は行ったか。 

 

□技術力とは何か。 

 

 

□入札説明会を１度しか

行っていない場合、参

加者が１者のみである

とその者に一者応札を

予測されてしまうので

はないか。 

 

□入札説明会について、

場所の確保と説明準備

だけ行う事で随時の開

催が可能なのではない

か。 

 

□本業務は複数年の実施

を前提としており、受

注者が相手国との関係

を構築した後、翌年度

以降においてその業者

以外の者が実施するこ

とは難しいのではない

注者には交渉術や全体調整に関する専門

性が求められている。 

 

 

 

 

 

 

□昨年度は対象国が２カ国あったため二本

の契約があった。今年度はインドネシア国

のみであったため、契約が一本となってい

る。 

 

□参加しなかった事業者へ聞き取りを行っ

た。技術力が不足していると判断したとの

こと。 

 

 

□対象国の関係機関との連携調整を行う能

力である。 

 

□ご指摘の点を解消するため、数年前から説

明会の参加を入札の条件から外したとこ

ろである。 

 

 

 

 

□入札公告の段階で予め説明会の日時につ

いて予告していることや説明対応者の負

担を考慮すると難しいと考えている。 

 

 

 

□単年度予算となっているため毎年度の契

約という形を取っているが、複数年実施に

ついて検討したい。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

⑧令和元年度優良産廃

処理業者の情報発信に

関するシステム改修業

務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨平成31年度二酸化炭

素貯留適地調査事業委

託業務（経済産業省連

かと考える。本件のよ

うな業務は複数年契約

で実施すべきではない

か。 

 

□受託者である廃棄物処

理事業振興財団が廃棄

物処理法に基づく「適

正処理推進センター」

に全国で唯一指定され

ている場合であって

も、本業務における情

報システムの構築部分

は他者でも実施可能で

あるという理解で良い

か。 

 

□契約金額に対して５割

以上の再委託がなされ

ているが、分割しての

発注が可能だったので

はないか。また、分割

した場合コストも下が

ったのではないか。 

 

□次年度以降の契約につ

いて、大幅なシステム

の改善がなければ価格

競争に移行するという

ことか。 

 

□環境省自らが行うより

も受注者に行わせた方

が低コストで実施でき

たと考えて良いか。 

 

 

 

□予め金額を提示した上

で業者の裁量によって

業務を行わせていない

 

 

 

 

 

□情報システムの構築部分そのものについ

ては他者でも実施可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□今回のシステムの改修部分に関しては、廃

棄物処理法に基づく優良認定に係る制度

改正を踏まえての対応が必要であったた

め、優良認定の審査を担っている受託者が

一体的に実施する事で効率的かつ適正価

格で実施出来たものである。 

 

 

□内容が軽微なものであれば価格競争は十

分に考えられる。 

 

 

 

 

□低コストで実施出来たとの認識に加え、シ

ステムの運用を行っている受託者に行わ

せることで確実な監督、動作確認などが実

施でき、システムが途切れることなく改修

後もスムーズに動かせるというセキュリ

ティー面での必要性もあると考えている。 

 

□毎年度の予算に限度がある中で、その範囲

内において仕様書を作成の上業務を実施

しているところ。 



携） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩令和元年度地球温暖

化対策の意識啓発のた

めの展示ツール管理等

委託業務 

か。 

 

□再委託先への支出額の

適切性はどのように確

認しているか。 

 

□受注者と再委託先との

関係は。資本参加して

いるのか。 

 

□本業務において受注者

自身は何を行っている

のか。 

 

□大半の金額が再委託さ

れているが、発注前か

ら想定していたのか。 

 

□再委託先のコントロー

ルはどこが行っている

のか。 

 

■契約手続きが遅かった

事が不落随契の原因だっ

たという印象である。本

年度の契約については改

善策が講じられ、早期の

発注に努められたとのこ

と、今後ともしっかりと

改善策を講じられたい。 

 

 

□業者からの見積書提出の段階で過度に高

いものとなっていないかを確認している。 

 

 

□資本関係はなく、業務の専門性に応じて発

注されている。 

 

 

□調査全体のデザインや再委託先による調

査結果について、評価軸を一つに並べた上

で評価を行っている。 

 

□契約金額に対して１／２を超える再委託

の理由が適切かどうかについて、事前に受

注者に確認し、その必要性を認めたもの。 

 

□制度管理も含めて受注者において行って

いる。 

 


